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2． 選定した項 目 における調査、予測及び評価の手法並びにその理由

　調査、予測及び評価の手法の選定にあたっては、事業特性及び地域特性に関す

る情報及び以下に示す事項を踏まえたうえで、｢長野県環境影響評価　技術指針｣

(平成 13 年６月 25 日改正)第５の規定に基づき選定しました。

　調査、予測及び評価の手法の詳細は、表 3.2.3に示すとおりです。

2.1 『環境の構成要素の良好な状態の保持』を旨として調査、予測及び評価さ

　　れるべき環境要素

　｢大気質｣｢騒音｣｢振動｣｢低周波音｣｢水質｣及び｢悪臭｣に係る環境については、汚

染物質の濃度等、その他の指標により測られる環境要素の汚染又は環境要素の状

況の変化の程度及び広がりに関し、環境影響を把握します。

　｢日照阻害｣｢水象｣及び｢地形・地質｣については、改変又は環境影響の程度を図

上解析等により把握します。

2.2 『生物多様性の確保及び自然環境の体系的保全』を旨として調査、予測及

　　び評価されるべき環境要素

　｢植物｣及び｢動物｣については、陸生及び水生の動植物に関し、学術上又は希少

性の観点から重要な種の分布状況、生育(生息)状況について調査し、環境影響の

程度を把握します。

　｢生態系｣については、地域を特徴づける生態系に関し、植物、動物の調査結果、

その他の調査結果より概括的に把握された特性に応じて、上位性、典型性及び特

殊性の視点から注目される動植物の種又は生物群集を複数抽出します。これらの

生態、他の動植物との関係又は、生育(生息)環境を調査し、環境影響の程度を適

切に把握します。

2.3 『快適環境の保全・創造』を旨として調査、予測及び評価されるべき環境

　　要素

　｢景観｣については、眺望の状況及び景観資源の分布状況を調査し、環境影響の

程度を把握します。

　｢触れ合い活動の場｣については、野外レクリエーションを通じた人と自然との

触れ合い活動及び日常的な人と自然との触れ合いの活動が一般的に行われる施設

又は場の状況を調査し、環境影響の程度を把握します。

　｢史跡・文化財｣については、史跡・文化財等の分布状況を調査し、環境影響の

程度を把握します。

2.4 『環境への負荷の低減』を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要

　　素

　｢廃棄物等｣については、建設工事に伴う副産物の発生量を把握します。
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表 3.2.3(1)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

大
気
質
（
工
事
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)気象の状況

・風向・風速の季節別データ

・ 地形的状況による逆転層の形成の有無

(既存資料調査により配慮が必要とされた場合に考慮)

(3)大気質の濃度

・ 粉じん等

・ 二酸化窒素

・ 浮遊粒子状物質

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)気象の状況(風向・風速)

　既存資料調査は、対象道路事業実施区域及びその周辺

の一般環境大気測定局である｢木曽合同庁舎｣及び気象

観測所である「南木曽観測所」の観測結果のほか、河川・

砂防の管理施設や電力会社の観測状況等の情報の収集

並びに当該情報の整理・解析を行います。

　気象の現地調査は、「地上気象観測指針」（平成５年

気象庁）に定める方法等により行い、気象の状況を把握

します。

(3)大気質の濃度

　粉じん等の現地調査は、｢衛生試験法(2000 年版)

4.4.1.2-2)-(1)｣に規定する測定方法により、粉じん等

の状況を把握します。

　二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の現地調査は、｢大気

汚染に係る環境基準について｣(昭和 48 年環境庁告示第

25 号)、及び｢二酸化窒素に係る環境基準について｣(昭和

53 年環境庁告示第 38 号)に規定する測定方法により、二

酸化窒素及び浮遊粒子状物質の状況を把握します。

　なお、測定高さは、原則として地上 1.5ｍとします。

(1)調査地域

　対象道路事業実施区域及び主

な工事用車両通行経路等から150

～200ｍ程度外側の範囲内としま

す。

(2)調査地点

　調査地点は、以下の保全対象近

傍において、測定機材の通年設置

や地域住民の日常生活に支障を

きたさない等を考慮し、設定しま

す。(図 3.2.1 大気質調査地点位

置図参照)。

・ 沼田地区

蘇南高校、南木曽中学校、集落

があります。

・ 野尻地区

野尻小学校、集落があります。

　粉じん等の調査期間

は、季節変化を考慮し、

春夏秋冬毎にそれぞれ

１ヶ月の連続測定を行

います。

　二酸化窒素及び浮遊

粒子状物質の調査期間

は、季節変化を考慮し、

春夏秋冬毎にそれぞれ

１週間の連続測定を行

います。

・ 粉じん等

・ 二酸化窒素

・ 浮遊粒子状物質

(1)基本的な予測手法

　粉じん等の予測は、季節

別降下ばいじん量につい

て、工事による降下ばいじ

んの発生及び拡散に関する

事例の解析よって得られた

既存の経験式を用いて行い

ます。

　二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質の予測に用いる拡散

式は、正規型プルーム式(有

風時)及び積分型簡易パフ

式(静穏時)を用い、予測は

年平均値で行います。

　また、バックグラウンド

濃度は、既存資料資料及び

現地調査結果を勘案し、設

定します。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、各工区区分

毎に、保全対象を考慮の上、

工事施工ヤードや工事用道

路等の敷地境界の地上 1.5

ｍとします。

(3)予測対象時期

　工事区分毎に環境影響が

最大となる時期とします。

　粉じん等に関する基

準は設定されていない

ため、類似事例及び文献

と比較し、評価します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲で行う環境保

全措置による回避又は

低減の程度について評

価します。

大
気
質
（
存
在
お
よ
び
供
用
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)気象の状況

・風向・風速の１時間値年間データ

・地形的状況による逆転層の形成の有無

　(既存資料調査により配慮が必要とされた場合に考慮)

(3)大気質の濃度

・ 二酸化窒素

・ 浮遊粒子状物質

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)気象の状況(風向・風速)

　｢工事による影響｣と同様の方法とします。

(3)大気質の濃度(二酸化窒素・浮遊粒子状物質)

　｢工事による影響｣と同様の方法とします。

(1)調査地域

　｢工事による影響｣と同一地域と

します。

(2)調査地点

　｢工事による影響｣と同一地点

とします。

　｢工事による影響｣と

同様の期間とします。

・二酸化窒素

・浮遊粒子状物質

(1)基本的な予測手法

　｢工事による影響｣と同様

の方法とします。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、対象道路事

業実施区域に保全対象が存

在する予測代表断面におい

て、敷地境界の地上 1.5ｍ高

とします。

(3)予測対象時期

　計画交通量の発生が見込

まれる時期(平成32年)を対

象とします。

　環境基本法第 16 条に

基づく環境基準により

比較評価します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲で行う環境保

全措置による回避又は

低減の程度について評

価します。
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図 3.2.1　大気質調査地点位置図
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表 3.2.3(2)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

騒　

音
（
工
事
に
よ
る
影
響
１
／
２
）

１．建設機械の稼働

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)騒音の状況

(3)地表面の状況(草地、裸地、芝地、舗装の状況)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)騒音の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、騒音規制法の規定により「特定建設作業

に伴って発生する騒音の規制に関する基準」(昭和 43 年

厚生省・建設省告示第１号)に定める測定方法により、下

記の項目を把握し、騒音の状況に応じて適切な値を用い

ます。また、道路交通が認められる場合は、騒音測定時

の通過交通量についても測定します。

・ 騒音レベルの最大値(Lmax)の平均値

・ 90%レベルの上端値(L5)
・ 等価騒音レベル(LAeq)
・ 最大値の 90%レンジの上端値

　なお、測定高さは、原則として、地上 1.2ｍの高さと

します。

(3)地表面の状況

　現地踏査により地表面の種類(草地、裸地、芝地、舗

装)を調査します。

(1)調査地域

　保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、対象道路事業実施区域及び

敷地境界から 200ｍ程度の範囲

とします。

(2)調査地点

　調査地点は、以下の保全対象を

考慮し、設定します(図 3.2.2 騒

音・振動調査地点位置図(建設機

械の稼働)参照)。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

また、近傍にトンネル坑口が存

在する可能性があります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営団地な

どの施設があります。

また、近傍にトンネル坑口があ

ります。

・戸場地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・野尻向地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・長野・弓矢地区

　集落があります。

・大島地区

　集落があります。

・須原地区

　須原小学校、須原保育所や集落

　があります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

　があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

　騒音の状況が１年

間を通じて平均的な

状況を呈する秋季(11
月)の平日において、

24 時間調査を行いま

す。

・騒音レベル 90％上端値

　L5 (Lmax)

(1)基本的な予測手法

　予測は、作業単位を考慮

した建設機械の組み合わせ

及びその数を設定し、日本

音響学会建設工事騒音予測

モデル(ASJ CN-Model 2002)

を用いて等価騒音レベル

(LAeq)を計算し、評価指標で

ある L5 (Lmax)に変換しま

す。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、各工区区分

毎に、保全対象を考慮の上、

工事施工ヤードや工事によ

る改変地等の敷地境界の地

上 1.2ｍとします。

(3)予測対象時期

　工事区分毎に環境影響が

最も大きくなる時期を対象

とします。

　騒音規制法に基づく

｢特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に

関する基準｣と比較評価

します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.2　騒音調査地点位置図(建設機械の稼働)
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表 3.2.3(3)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

騒
音
（
工
事
に
よ
る
影
響
２
／
２
）

２．工事用車両の運行

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)騒音の状況

(3)地表面の状況(草地、裸地、芝地、舗装の状況)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)騒音の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢騒音に係る環境基準について｣(平成 10
年環境庁告示第 64 号)に規定する測定方法により等価騒

音レベル(LAeq)の測定を行います。また、道路交通が認

められる場合は、騒音測定時の通過交通量についても測

定します。

　なお、測定高さは、原則として、地上 1.2ｍとします。

(3)地表面の状況

　現地踏査により地表面の種類(草地、裸地、芝地、舗

装)を調査します。

(1)調査地域

　工事用道路の接続が想定され

る既存道路の影響範囲内におい

て、保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、沿道または敷地境界から

200ｍ程度の範囲とします。

(2)調査地点

　調査地点は、木曽川左岸から右

岸への連絡及び保全対象を考慮

の上、以下の地点を設定します

(図 3.2.3 騒音・振動調査地点位

置図(工事用車両の運行)参照)。

・元組地区

　(主要地方道中津川山口線)

・和合地区(国道 19 号)

・野尻地区(国道 19 号)

・須原地区(国道 19 号)

　騒音の状況が１年

間を通じて平均的な

状況を呈する秋季(11
月)の平日において、

24 時間調査を行いま

す。

・等価騒音レベル(LAeq) (1)基本的な予測方法

　予測は、日本音響学会道

路 交 通 騒 音 予 測 式 (ASJ
RNT-Model 1998) を用 い

て、既存道路の現況騒音レ

ベル(LAeq)に工事車輌の影

響を加味し、等価騒音レベ

ル(LAeq)を予測します。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、資材及び機

械の運搬に用いる車両の運

行ルート(工事用道路)等の

敷地境界、地上 1.2ｍとしま

す。

(3)予測対象時期

　資材及び機械の運搬に用

いる車輌の台数が最大にな

ると予想される時期を対象

とします。

　環境基本法第 16 条に

基づく環境基準若しく

は騒音規制法第 17 条第

1 項の規定に基づく自

動車騒音の限度を定め

る命令と比較評価しま

す。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.3　騒音調査地点位置図(工事用車両の運行)
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表 3.2.3(4)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

騒　

音
（
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)騒音の状況

(3)地表面の状況(草地、裸地、芝地、舗装の状況)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、

・住居等の平均階数、騒音の影響を受けやすい面の位置

・建物の立地密度(建設背後に予測地点を設定する場合)
・将来の土地利用計画及び開発計画の状況

　(聞き取り調査)

についても把握します。

(2)騒音の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢騒音に係る環境基準について｣(平成 10
年環境庁告示第 64 号)に規定する測定方法により等価騒

音レベル(LAeq)の測定を行います。また、道路交通が認

められる場合は、騒音測定時の通過交通量についても測

定します。

　なお、測定高さは、原則として、地上 1.2ｍにおいて

測定し、必要に応じて、中層階の窓位置における騒音の

状況も測定します。

(3)地表面の状況

　現地踏査により地表面の種類(草地、裸地、芝地、舗

装)を調査します。

(1)調査地域

　保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、沿道または敷地境界から

200ｍ程度の範囲とします。

(2)調査地点

　調査地点は、原則として、｢騒

音(工事による影響1/2)｣の｢建設

機械の稼働｣と同一地点とし、以

下の保全対象を考慮し、設定しま

す。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

また、近傍にトンネル坑口が存

在する可能性があります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営団地な

どの施設があります。

また、近傍にトンネル坑口があ

ります。

・戸場地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・野尻向地区

　集落があります。

また、近傍にトンネル坑口が存

在する可能性があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

また、対象近傍にトンネル坑口

が存在する可能性があります。

・長野・弓矢地区

　集落があります。

・大島地区

　集落があります。

・須原地区

　須原小学校、須原保育所や集落

　があります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

　があります。

また、近傍にトンネル坑口が存

在する可能性があります。

　騒音の状況が１年間

を通じて平均的な状況

を呈する秋季(11 月)の

平日において、24 時間

調査を行います。

・等価騒音レベル (LAeq) (1)基本的な予測方法

　予測は、日本音響学会道

路 交 通 騒 音 予 測 式 (ASJ
RNT-Model 1998) を用 い

て、等価騒音レベル(LAeq)を
予測します。

　なお、通常は断面予測を

行いますが、結果に応じて

必要な場合は、平面予測も

検討します。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、調査地点を

考慮の上、対象道路事業実

施区域に保全対象が存在す

る予測代表断面において、

立地する保全対象施設の窓

位置を勘案して設定しま

す。

(3)予測対象時期

　計画交通量の発生が見込

まれる時期(平成32年)を対

象とします。

　環境基本法第 16 条に

基づく環境基準により

比較評価します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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表 3.2.3(5)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

振　

動
（
工
事
に
よ
る
影
響
１
／
２
）

１．建設機械の稼動

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2) 振動の状況

(3) 地盤の状況(地盤種別)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)振動の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢振動規制法施行規則｣(昭和 51 年総理府

令第 56号)に規定する測定方法により振動レベル80%レ

ンジの上端値(L10)を測定します。また、道路交通が認め

られる場合は、振動測定時に通過交通量についても測定

します。

(3)地盤の状況

　｢地形分類図｣、｢表層地質図｣、既存地質調査結果及び

現地踏査による情報の収集並びに当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、地盤卓越振動数を測定します。

(1)調査地域

　保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、対象道路事業実施区域及び

敷地境界から 100～200ｍ程度の

範囲とします。

(2)調査地点

　調査地点は、原則として、｢騒

音(工事による影響1/2)｣の｢建設

機械の稼働｣と同一地点とし、以

下の保全対象を考慮し、設定しま

す。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

また、近傍にトンネル坑口が存

在する可能性があります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営団地な

どの施設があります。

また、近傍にトンネル坑口があ

ります。

・戸場地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・野尻向地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

・長野・弓矢地区

　集落があります。

・大島地区

　集落があります。

・須原地区

　須原小学校、須原保育所や集落

　があります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

　があります。

　また、近傍にトンネル坑口が存

　在する可能性があります。

　振動の状況が１年

間を通じて平均的な

状況を呈する秋季(11

月)の平日において、

24 時間調査を行いま

す。

　また、同時実施する

地盤卓越振動数の調

査は、単独走行する大

型車を対象に、10 台程

度行います。

・振動レベルの 80％レンジ

の上端値 (L10)
(1)基本的な予測方法

　予測は、作業単位を考慮

した建設機械の組み合わせ

及びその数を設定し、振動

の発生及び伝搬に関する事

例の解析によって得られた

既存の予測式を用いて行い

ます。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、各工区区分

毎に、保全対象を考慮の上、

工事施工ヤードや工事によ

る改変地等の敷地境界上と

します。

(3)予測対象時期

　工事区分毎に環境影響が

最も大きくなると予想され

る時期を対象とします。

　振動規制法施行規則

による特定建設作業に

係る振動の規制基準と

比較評価します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。



3 - 14

表 3.2.3(6)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

振　

動
（
工
事
に
よ
る
影
響
２
／
２
）

２．工事用車両の運行

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2) 振動の状況

(3) 地盤の状況(地盤種別)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)振動の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢振動規制法施行規則｣(昭和 51 年総理府

令第 56号)に規定する測定方法により振動レベル80%レ

ンジの上端値(L10)を測定します。また、道路交通が認め

られる場合は、振動測定時に通過交通量についても測定

します。

(3)地盤の状況

　｢地形分類図｣、｢表層地質図｣、既存地質調査結果及び

現地踏査による情報の収集並びに当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、地盤卓越振動数を測定します。

(1)調査地域

　工事用道路の接続が想定され

る既存道路の影響範囲内におい

て、保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、沿道または敷地境界から

100～200ｍ程度の範囲としま

す。

(2)調査地点

　調査地点は、原則として、｢騒

音(工事による影響2/2)｣の｢工事

用車両の運行｣と同一地点とし、

木曽川左岸から右岸への連絡及

び保全対象を考慮の上、以下の地

点を設定します。

・元組地区

　(主要地方道中津川山口線)

・和合地区(国道 19 号)

・野尻地区(国道 19 号)

・須原地区(国道 19 号)

　振動の状況が１年

間を通じて平均的な

状況を呈する秋季(11

月)の平日において、

24 時間調査を行いま

す。

　また、同時実施する

地盤卓越振動数の調

査は、単独走行する大

型車を対象に、10 台程

度行います。

・ 振動レベルの 80％レベル

　の上端値 (L10)
(1)基本的な予測方法

　予測は、振動レベルの

80％レンジの上端値(L10)を
予測するための式(建設省

土木研究所提案式)を用い

て行います。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、資材及び機

械の運搬に用いる車両の運

行ルート(工事用道路)等の

敷地境界上とします。

(3)予測対象時期

　資材及び機械の運搬に用

いる車輌の台数が最大にな

ると予想される時期を対象

とします。

　振動規制法施行規則

による道路交通振動の

要請限度と比較評価し

ます。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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表 3.2.3(7)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

振　

動
（
存
在
お
よ
び
供
用
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2) 振動の状況

(3)地盤の状況(地盤種別)

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査による目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)振動の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢振動規制法施行規則｣(昭和 51 年総理府

令第 56号)に規定する測定方法により振動レベル80%レ

ンジの上端値(L10)を測定します。また、道路交通が認め

られる場合は、振動測定時に通過交通量についても測定

します。

(3)地盤の状況

　｢地形分類図｣、｢表層地質図｣、既存地質調査結果及び

現地踏査による情報の収集並びに当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、地盤卓越振動数を測定します。

(1)調査地域

　保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域に配

慮し、沿道または敷地境界から

100～200ｍ程度の範囲としま

す。

(2)調査地点

　調査地点は、原則として、｢騒

音(工事による影響1/2)｣の｢建設

機械の稼働｣と同一地点とし、以

下の保全対象を考慮し、設定しま

す。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営団地な

どの施設があります。

・戸場地区

　集落があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・野尻向地区

　集落があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

・長野・弓矢地区

　集落があります。

・大島地区

　集落があります。

・須原地区

　須原小学校、須原保育所や集落

　があります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

　があります。

　振動の状況が１年

間を通じて平均的な

状況を呈する秋季(11

月)の平日において、

24 時間調査を行いま

す。

　また、同時実施する

地盤卓越振動数の調

査は、単独走行する大

型車を対象に、10 台程

度行います。

・ 振動レベルの 80％レベル

　の上端値 (L10)
(1)基本的な予測方法

　予測は、振動レベルの

80%レンジ上端値(L10)を予

測するための式(建設省土

木研究所案式)を用いて行

います。

(2)予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同様とします。

　予測地点は、調査地点を

考慮の上、対象道路事業実

施区域に保全対象が存在す

る予測代表断面の官民境界

上とします。

(3)予測対象時期

　計画交通量の発生が見込

まれる時期(平成 32 年)を対

象とします。

　振動規制法施行規則

による道路交通振動の

要請限度と比較評価し

ます。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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表 3.2.3(8)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

低
周
波
音(

工
事
に
よ
る
影
響)

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)低周波音の状況

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)低周波音の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は「低周波音の測定方法に関するマニュア

ル」(平成 12 年 10 月　環境庁大気保全局)に規定される

測定方法により低周波音圧レベルを測定します。

(1)調査地域

　発破工事が想定される工区に

おいて、保全対象である集落や学

校等の施設が存在する、あるいは

将来的に立地が見込まれる地域

とします。

　また、猛禽類等の保全に工事中

の考慮が必要と考えられる地域

とします。

(2)調査地点

　調査地域の中から発破工事が

想定される工区において、保全対

象を考慮し、設定します(図

3.2.4 低周波音調査地点位置図

(工事による影響)参照)。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営住宅団

地などの施設があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

・戸場地区

集落があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

・野尻向地区

集落があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

・殿・下落地区

集落があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

 があります。

また、トンネル坑口付近のた

め、発破工事を実施することが

あります。

　低周波音の季節変

化を示す資料は無い

ため、騒音、振動の調

査時期に合わせて秋

季(11 月)において、24
時間調査を実施しま

す。

・低周波音圧レベル

① 感覚及び睡眠への影響

② 建具等のがたつきへの

影響

③ 圧迫感・振動感への影

響

(1)基本的な予測方法

　予測は、類似事例による

方法とし、既存調査結果に

より導かれた予測式による

方法、あるいは類似する既

存の発破工事の現地実測調

査結果から対象道路事業の

低周波音圧レベルを予測す

る方法を用います。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　工事による影響について

は、発破工事実施時期を対

象とします。

　低周波音に関する基

準は設定されていない

ため、以下の文献と比較

評価します。

・｢低周波空気振動調査

　報告書｣(環境庁：昭和

　59 年 12 月)

・｢低周波空気振動調査

　報告書｣(環境庁：平成

　14 年版)

・｢ISO 7196 に既定され

　たＧ特性低周波音圧

　レベル｣

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.4　低周波音調査地点位置図(工事による影響)
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表 3.2.3(9)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
低
周
波
音(

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響)

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

(2)低周波音の状況

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)低周波音の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は「低周波音の測定方法に関するマニュア

ル」(平成 12 年 10 月　環境庁大気保全局)に規定される

測定方法により低周波音圧レベルを測定します。

(1)調査地域

　高架構造で通過すると想定さ

れる区間において、保全対象であ

る集落や学校等の施設が存在す

る、あるいは将来的に立地が見込

まれる地域とします。

(2)調査地点

　調査地点は、道路構造が高架構

造になると想定される区間にお

いて、以下の保全対象を考慮し、

設定します(図 3.2.5 低周波音

調査地点位置図(存在・供用によ

る影響)参照)。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

・戸場地区

　集落があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

　低周波音の季節変

化を示す資料は無い

ため、騒音、振動の調

査時期に合わせて秋

季(11 月)において、24
時間調査を実施しま

す。

・低周波音圧レベル

① 感覚及び睡眠への影響

② 建具等のがたつきへの

影響

③ 圧迫感・振動感への影

響

(1)基本的な予測方法

　予測は、類似事例による

方法とし、既存調査結果に

より導かれた予測式による

方法、あるいは類似する既

存の橋梁の現地実測調査結

果から対象道路事業の低周

波音圧レベルを予測する方

法を用います。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　計画交通量の発生が予想

される時期(平成 32 年)を対

象とします。

　低周波音に関する基

準は設定されていない

ため、以下の文献と比較

評価します。

・｢低周波空気振動調査

　報告書｣(環境庁：昭和

　59 年 12 月)

・｢低周波空気振動調査

　報告書｣(環境庁：平成

　14 年版)

・｢ISO 7196 に既定され

　たＧ特性低周波音圧

　レベル｣

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.5　低周波音調査地点位置図(供用・存在による影響)
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表 3.2.3(10)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
日
照
阻
害
（
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・ 住居等の立地状況

・ 周辺地域に著しい日影の影響を及ぼす中層建築物や

構造物等の位置

(2)地形の状況

・ 住居等の立地する土地の高さ、傾斜等

　・周辺地域に著しい日影の影響を及ぼす地形の位置

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)地形状況調査

　文献その他の資料による情報の収集及び当該情報の

整理・解析により行います。

(1)調査地域

　高架構造となる予定区間の周

辺地域において、日照阻害を及ぼ

すと予想される範囲（冬至日の午

前８時から午後４時までの間に

日影が生じる範囲）を含む地域と

します。

(2)調査地点

　調査地点は、道路構造が高架構

造になると想定される区間にお

いて、以下の保全対象を考慮し、

設定します(図 3.2.6 日照阻害

調査地点位置図参照)。

・沼田・天白・川向地区

　蘇南高校、南木曽中学校、天白

　町公営住宅や川向公営団地な

　どの施設があります。

・戸場地区

　集落があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

　土地利用状況及び

地形の状況は、季節変

化に依存しないため、

適宜調査を行います。

　なお、日影の調査を

行う場合は冬至日と

します。

・等時間の日影線 (1)基本的な予測方法

　予測は、等時間の日影線

を描いた日影図により行い

ます。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　高架構造道路の設置が完

了する冬至日を対象としま

す。

　「公共施設の設置に

起因する日影により生

ずる損害等にかかる費

用負担について」におい

て示されている別表、若

しくは、「建築基準法」

第五十六条の二に係る

別表第四により比較評価し

ます。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.6　日照阻害調査地点位置図
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表 3.2.3(11)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

悪
臭
（
工
事
に
よ
る
影
響
）

(1)土地利用状況

・本事業以外の発生源の状況

・保全対象施設等の立地状況

・森林等の面積

(2)悪臭の状況

・臭気指数

(1)土地利用状況調査

　文献その他の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計

画、開発計画及び森林計画等についても把握します。

(2)臭気の状況

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢臭気指数の算定の方法｣(平成７年環境庁

告示第 63 号)に規定する測定方法により測定します。

　また、調査時には、気象条件(天候、気温、湿度、風向・

風速)についても、調査します。

　なお、原則として、調査は地上 1.5ｍで行います。

(1)調査地域

　保全対象である集落や学校等

の施設が存在する、あるいは将来

的に立地が見込まれる地域とし

ます。

(2)調査地点

　調査地点は、保全対象を考慮の

上、基本踏査ルート上において、

適宜行います(図 3.2.7 悪臭踏

査基本ルート図参照)。

・元組地区

特別養護老人ホーム木曽あす

なろ荘や集落があります。

・沼田・天白・川向地区

蘇南高校、南木曽中学校、天白

町公営住宅や川向公営団地な

どの施設があります。

・戸場地区

　集落があります。

・阿寺地区

宿泊施設、村営阿寺住宅団地な

どの施設があります。

・野尻向地区

　集落があります。

・殿・下落地区

　集落があります。

・長野・弓矢地区

　集落があります。

・大島地区

　集落があります。

・須原地区

　須原小学校、須原保育所や集落

　があります。

・和村地区

　須原保育所、須原小学校や集落

　があります。

　調査時期は、原則と

して、夏季・梅雨期の

１日１回とします。

・臭気指数の状況

(1)基本的な予測方法

　予測は、類似事例による

方法とし、臭気指数を予測

します。

　また、森林等の直接的改

変による良い香りの減少の

程度から定性的に予測しま

す。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　工事区分毎に環境影響が

最も大きくなると予想され

る時期を対象とします。

　臭気が臭覚の閾値以

下に抑えられているか、

あるいは、できる限り抑

えられているか等を考

慮の上、評価します。

　なお、必要に応じ、予

測結果を踏まえ、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。
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図 3.2.7　悪臭踏査基本ルート図
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表 3.2.3(12)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【健康項目】

１．トンネルなどの掘削

(1)土地利用状況

(2)地質の状況

１．トンネルなどの掘削

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)地質状況調査

　文献その他の資料による情報の収集及び当該情報の

整理により行います。

１．トンネルなどの掘削

(1)調査地域

　計画路線により改変される地

域とします。

(2)調査地点

　事業の実施に伴い、地山の掘削

等が想定される地点を設定しま

す。

水
質
（
工
事
に
よ
る
影
響
）
１
／
２

２．コンクリートの生成による健康被害

(1)土地利用状況

(2)資料収集

２．コンクリートの生成による健康被害

(1)土地利用状況調査

　住宅地図等の資料及び現地踏査により目視確認を行

い、土地利用状況を把握します。合わせて、各町村への

聞き取り調査等により、当該地域の将来の土地利用計画

及び開発計画についても把握します。

(2)資料の収集

　コンクリートの生成と健康被害との関係及び当該情

報の整理により行います。

２．コンクリートの生成による健

　 康被害

(1)調査地域

　計画路線により改変される地

域とします。

(2)調査地点

　事業の実施に伴い、施工ヤード

にてコンクリートを生成する可

能性のある地点を設定します。

　土地利用状況及び

地質の状況、資料の収

集は、季節変化に依存

しないため、適宜調査

を行います。

　

・有害物質の発生する可能

　性とその物質の特定

(1)基本的な予測手法

　予測は、掘削の位置と地

質との関係から検討しま

す。

　また、類似施工事例と、

発生源から排出される有害

物質による被害の発生する

可能性とその影響の程度の

比較検討により、定性的手

法により行います。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　工事による有害物質によ

る環境影響が最大となる時

期を対象とします。

　工事の実施に伴う有

害物質の発生による影

響が、実行可能な範囲内

で行う環境保全措置に

よる回避又は低減の程

度について評価します。

　健康項目に準じます。
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表 3.2.3(13)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【生活環境項目】

１．施工ヤードや工事用道路等の設置

(1)排出先の公共用水域の環境基準の規制内容

(2)排水先の公共用水域の水質の状況(浮遊物質量)

(3)排水先の公共用水域の水象の状況(流量・流速)

(4)利水の状況

(5)土砂の沈降特性

２．水底の掘削等

(1)排出先の公共用水域の環境基準の規制内容

(2)排水先の公共用水域の水質の状況(浮遊物質量)

(3)排水性先の公共用水域の水象の状況(流量・流速)

(4)利水の状況

(5)土砂の沈降特性

(1)排出先の公共用水域の環境基準の規制内容

　文献その他資料による情報の収集及び当該情報の整

理・解析を行います。

(2)排水先の公共用水域の水質(浮遊物質量)
　木曽川の｢小川橋｣、｢三根橋｣で実施されている測定結

果の情報の収集及び当該情報の整理・解析を行います。

　現地調査は、｢水質汚濁に係る環境基準について｣(昭

和 46 年環境庁告示第 59 号)に規定する測定方法により

行います。

(3)排水先の公共用水域の水象の状況(流量・流速)
　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢水質調査方法｣(昭和 46 年９月 30 日付

環水管第 30 号、環境庁水質保全局長通知)に規定する測

定方法により行います。

(4)利水の状況

　文献その他資料による情報の収集及び当該情報の整

理・解析を行います。

(5)土砂の沈降特性

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、日本工業規格Ａ1204 に規定する測定方

法により行います。

　水質調査期間は、季

節変化を考慮し、年６

回(２ヶ月に１回)の

調査を行います。水質

調査同時に、流量及び

流速の調査を実施ま

す。

　現地調査の実施日

は、晴天が２～３日続

いた後の流量及び水

質が安定した日を選

定します。また、浮遊

物質量を対象とする

ため、降雨後にも調査

を実施します。

　また、水底土砂調査

は、年１回調査を行い

ます。

・発生する濁水の浮遊物質

 量

(1)基本的な予測手法

　予測は、水質の状況、利

水の状況等から濁水の排水

を回避するべき地域を検討

します。

　また、類似施工事例によ

る統計的解析、発生源から

排出される負荷量との比較

検討により、定性的手法に

より行います。

(2)予測地域及び予測地点

　調査地域及び調査地点と

同様とします。

(3)予測対象時期

　工事による水の濁りに係

る環境影響が最大となる時

期を対象とします。

水
質
（
工
事
に
よ
る
影
響
）
２
／
２

【水生生物】

(1)施工ヤードや工事用道路等の設置

・排水先の公共用水域の水生生物の状況

　(魚類、底生生物、水生昆虫)

　動物の項目における調査により確認された生物指標

による水質判定を行います。

　水質判定方法は、｢ベック・津田法(生物指標)｣、｢川

の生き物を調べよう-水生生物による水質判定-｣(環境

省水環境部、国土交通省河川局編)などを用いて行いま

す。

１．施工ヤードや工事用道路等の

　 設置

(1)調査地域

　濁水が発生する公共用水域と

します。

(2)調査地点

　公共用水域において濁水が発

生すると想定されることを考慮

の上、以下の地点を設定します

(図 3.2.8 水質調査地点位置図

参照)。

・柿其地区(木曽川)

・下落・弓矢地区(木曽川)

・和村・須原地区(木曽川)

・元組地区（木曽川）

・柿其地区(柿其川)

・阿寺地区(阿寺川)

・野尻向地区(長通川)

・下落地区(殿小川)

２．水底の掘削等

(1)調査地域

　濁水が発生する公共用水域と

します。

(2)調査地点

　橋梁工事により水底の掘削に

よる濁水が発生することが想定

されることを考慮の上、｢1.施工

ヤードや工事用道路等の設置｣と

同一地点とします。 　動物調査と合わせ

て実施します。

・降雨時に発生する濁水に

　よる種構成等の変化の可

　能性

　予測は、類似事例等の統

計的解析により、定性的手

法により行います。

　工事の実施に伴う水

の濁りの影響が、実行可

能な範囲内で行う環境

保全措置による回避又

は低減の程度について

評価します。

　生活環境項目に準じ

ます。
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図 3.2.8　水質現地調査地点位置図
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表 3.2.3(14)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【生活環境項目(路面排水)】
(1)排出先の公共用水域の環境基準の規制内容 (1)排出先の公共用水域の環境基準の規制内容

　文献その他資料による情報の収集及び当該情報の整

理・解析を行います。

(2)排水先の公共用水域の水質

　 (浮遊物質量、生物化学的酸素要求量)
(2)排水先の公共用水域の水質

　 (浮遊物質量、生物化学的酸素要求量)
　木曽川の｢小川橋｣、｢三根橋｣で実施されている測定結

果の情報の収集及び当該情報の整理・解析を行います。

　現地調査は、｢水質汚濁に係る環境基準について｣(昭

和 46 年環境庁告示第 59 号)に規定する測定方法により

行います。

(3)排水先の公共用水域の水質

　 (流量・流速)
(3)排水先の公共用水域の水象の状況(流量・流速)
　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、｢水質調査方法｣(昭和 46 年９月 30 日付

環水管第 30 号、環境庁水質保全局長通知)に規定する測

定方法により行います。

(4)利水の状況 (4)利水の状況

　文献その他資料による情報の収集及び当該情報の整

理・解析を行います。

(5)土砂の沈降特性 (5)土砂の沈降特性

　現地調査による情報の収集及び当該情報の整理・解析

を行います。

　現地調査は、日本工業規格Ａ1204 に規定する測定方

法により行います。

　水質調査期間は、季

節変化を考慮し、年６

回(２ヶ月に１回)の

調査を行います。水質

調査同時に、流量及び

流速の調査を実施ま

す。

　現地調査の実施日

は、晴天が２～３日続

いた後の流量及び水

質が安定した日を選

定します。また、浮遊

物質量を対象とする

ため、降雨後にも調査

を実施します。

　また、水底土砂調査

は、年１回調査を行い

ます。

　降雨時に発生する濁水の

浮遊物質量及び化学的酸素

要求量

　予測は、原則として定量

的な予測手法を用いるが、

定量的な予測が困難な場合

は、類似事例等の統計的解

析、発生源から排出される

負荷量との比較検討によ

り、定性的手法により行い

ます。

水
質(

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響)

【水生生物】

(1)排水先の公共用水域の水生生物の状況

　 (魚類、底生生物、水生昆虫)
　動物の項目における調査により確認された生物指標

による水質判定を行います。

　水質判定方法は、｢ベック・津田法(生物指標)｣、｢川

の生き物を調べよう-水生生物による水質判定-｣(環境

省水環境部、国土交通省河川局編)などを用いて行いま

す。

(1)調査地域

　路面排水を排出する公共用水

域とします。

(2)調査地点

　公共用水域における路面排水

の排出口等を考慮の上、原則とし

て、｢工事による影響｣と同一地点

とします。

動物調査と合わせて

実施します。

・降雨時に発生する濁水に

　よる種構成等の変化の可

　能性

　予測は、類似事例等の統

計的解析により、定性的手

法により行います。

　雨天時に生じる路面

排水に伴う水の濁りの

影響が、実行可能な範囲

内で行う環境保全措置

による回避または低減

の程度について評価し

ます。
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表 3.2.3(15)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

水
象
（
工
事
に
よ
る
影
響
）

(1)地下水の状況

　対象道路事業実施区域及びその周辺地域における以下

の項目について把握します。

　・湧水の分布、湧水量

　・地下水位

　・地下水質

　・個人所有の井戸分布

　・河川流量

　・降水量

　・水理地質構造

　

　ボーリング調査等の既存資料や既存の井戸を用いた

観測井及び聞き取り調査などによる情報の収集並びに

当該情報の整理・解析を行います。

(1)調査地域

　文献その他資料及び聞き取り

調査結果を基に、対象事業により

水象に対する影響が想定される

範囲を含む地域を設定します。

　また、水象の変動により影響の

受ける可能性のある動植物、景

観、触れ合いの活動の場等の分布

を考慮します。

(2)調査地点

　文献その他資料及び聞き取り

調査結果を基に、適切に把握でき

る地点を調査区域内に設定しま

す。

　調査期間は、以下の

点を考慮し設定しま

す。

・年間を通じた状況が

　把握できる期間(既

　存文献等による場合

　は 5～10 年)

・豊水又は渇水等の季

　節変動を考慮した時

　期(年 2 回)

・周辺区域の取水の状

　況を考慮した時間帯

(1)地下水の状況

・湧水地の直接的改変量

・地下水位の変化及び湧水

　量の変化状況

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時に

ついて予測します。

(1)直接的影響

　対象事業計画による改変

区域図を作成し、河川及び

湖沼等分布図、湧水分布図

等と重ね合わせることによ

り予測します。

(2)間接的影響

　類似事例等の統計的解析

により、定性的手法により

行います。

　調査及び予測の結果

並びに環境保全措置を

行った場合においては

その結果を踏まえ、実行

可能な範囲内で回避ま

たは低減されているか

否かに対する事業者の

見解を明らかにするこ

とにより行います。

水
象
（
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

２．存在・供用による影響

(1)河川及び湖沼の状況

　対象道路事業実施区域及びその周辺地域における以下

の項目について把握します。

　(河川等)

　・位置、形状

　・流量

　・雨水の浸透能(流出係数)

　・降水量

　(湖沼等)

　・位置、形状

　・水位等

　・雨水の浸透能(流出係数)

　・降水量

(2)利水の状況

　対象道路事業実施区域及びその周辺地域における水道

利用、農業用水及び工業用水等の利用の状況並びに水面

利用について把握します。

(1)河川及び湖沼の状況

　文献その他資料及び聞き取り調査による情報の収集

並びに当該情報の整理・解析を行います。

　また、必要に応じ、現地にて目視確認により流況や護

岸形状等を把握します。

(2)利水の状況

　文献その他資料及び聞き取り調査による情報の収集

並びに当該情報の整理・解析を行います。

　・河川水、湖沼水の利用状況

　・地下水の利用状況

　・内水面漁業の状況

　・その他の水面利用

(1)調査地域

　文献その他資料及び聞き取り

調査結果を基に、対象事業により

水象に対する影響が想定される

範囲を含む地域を設定します。

　また、水象の変動により影響の

受ける可能性のある動植物、景

観、触れ合いの活動の場等の分布

を考慮します。

(2)調査地点

　文献その他資料及び聞き取り

調査結果を基に、適切に把握でき

る地点を調査区域内に設定しま

す。

　調査期間は、以下の

点を考慮し設定しま

す。

・年間を通じた状況が

　把握できる期間(既

　存文献等による場合

　は 5～10 年)

・豊水又は渇水等の季

　節変動を考慮した時

　期(年 2 回)

・周辺区域の取水の状

 況を考慮した時間帯

(1)河川及び湖沼の状況

・河川及び湖沼等の水域及

　びその周辺における直接

　的な改変量

・河川の流量の変化量

・湖沼の水位及び水量の変

　化量

(2)利水及び水面

・水量の減少等による利水

　への支障の程度

・水域及び水辺の直接改変

　水量及び水位変動等によ

　る水域利用への支障の程

　度

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、供用時につい

て予測します。

(1)直接的影響

　対象事業計画による改変

区域図を作成し、河川及び

湖沼等分布図、湧水分布図

等と重ね合わせることによ

り予測します。

(2)間接的影響

　類似事例等の統計的解析

により、定性的手法により

行います。

　調査及び予測の結果

並びに環境保全措置を

行った場合においては

その結果を踏まえ、実行

可能な範囲内で回避ま

たは低減されているか

否かに対する事業者の

見解を明らかにするこ

とにより行います。
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表 3.2.3(16)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【地形】

(1)地形の起伏の状態

(2)傾斜区分等

　航測地形図及び空中写真等により地形分類図、水系図、傾斜区分図

を作成します。

【地質】

(1)表層地質の区分

(2)地質構造等

　

　現地踏査により地層の種類、岩石の分布、岩質、断層、亀裂、節理、

傾斜、表土の厚さ（推定）、崖錐の状況、洞穴、湿原、地下水、水みち、

植物、鉱泉の状況等を把握し、既存資料と併せて地質平面図、地質断

面図等を作成します。

　また、調査結果に基づき、地質工学的見地より地質説明、地質解析

を行い、その結果に対する土木工学的な考察、問題点及び今後の調査

方針について整理します。

　その他にも、トンネル、橋梁、長大法面等、重要構造物案の付近は、

施工の良否について判断できるように整理します。

【土地の安定性】

(1)地滑り地形及び不安定土砂等の危

　 険箇所

(2)災害履歴

　既存の地質調査結果、文献、聞き取り調査結果等を踏まえ、空中写

真判読及び現地踏査により、地すべり地形、崩壊地形、土石流の危険

個所、活断層、その他災害危険地形等の分布図を作成します。

地
形
・
地
質
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

【注目すべき地形・地質】

(1)注目すべき地形・地質

(2)歴史的・文化的背景又は地域住民

の意識等

　　　　　（必要に応じて実施）

　地形・地質の調査結果、既存資料等、聞き取りの結果を踏まえ、現

地踏査により、注目すべき地形・地質の分布図を作成します。

　また、現地調査により、位置、範囲、規模、特性、保存状態等につ

いて把握します。

　その他、法令等による指定の状況及び必要に応じて、歴史･文化的背

景や住民との関わり、住民の意識等を必要に応じて把握します。

(1)調査地域

　対象事業実施区域から片側

200ｍ両側 400m の範囲内を基本

とし、事業の実施により地形・地

質に影響を及ぼすと想定される

地域を設定します。

 (2)調査地点

・ 既存資料等を参考に、調査地域

の地形区分を確認できるよう

踏査ルートを設定します。

・ 地質調査については、検討計画

路線に対する調査を現在実施

中であり、その調査範囲を図

3.2.9 地形・地質調査地点位置

図に示します。

・ 土地の安定性や注目すべき地

形・地質については、災害危険

地形や注目すべき地形･地質の

分布箇所を調査地点とします。

　（図 3.2.9 地形・地質調査地

　点位置図参照）

・ 地形・地質の状況は、

基本的には季節的な

制約を受けないが、

植物の葉が比較的す

いて、地形が見やす

く、移動が容易な非

積雪期に設定しま

す。

・ 自然現象について

は、季節的に出現す

るものや季節変動が

ある場合には、対象

に応じた時期を設定

します。

・ 現在実施中の地質調

査の実施期間は、平

成 14 年９月～平成

15 年２月です。

　直接的・間接的影響による

以下の項目に対する変化の

程度又は、消滅の有無を予測

します。

　①地形

　②地質

　③土地の安定性

　④注目すべき地形・地質

(1) 予測地域及び予測地点

・ 予測地域は、調査地域に準

じます。

・ 地形及び地質は、地点を設

定せず、全域について実施

します。

・ 土地の安定性及び注目す

べき地形・地質は、全域に

ついて実施した上で、対象

が存在する地点について、

詳細に予測を行います。

・ 土地の安定性は、大規模な

法面を生じる地点、周辺の

住宅等の保全対象の存在

地点等についても必要に

応じて予測地点を設定し

ます。

(2) 予測対象時期等

・ 地形、地質、注目すべき地

形・地質においては、工事

完了時とします。ただし、

注目すべき地形・地質につ

いては、工事中の影響があ

る場合には、影響が最大と

なる時期を設定します。

・ 土地の安定性の変化にお

いては、工事完了後の適切

な時期及び工事期間中の

影響が最大となる時期と

します。

　直接的・間接的影響による変

化の程度又は消滅の有無につい

て、工事実施時、供用時につい

て予測します。

(1)直接的影響

・ 事業計画による改変区域図

（工事のための改変含む）を

作成し、地形分類図、水系図、

傾斜区分図、表層地質図、地

質断面図、災害危険地形等分

布図、注目すべき地形・地質

分布図等の調査成果図と重ね

合わせることにより、改変さ

れる面積、割合等を算定しま

す。その結果により、想定さ

れる影響について検討しま

す。

・ 土地の安定性の変化において

は、地形・地質等の予測結果

も踏まえ、斜面における安定

計算（円弧すべり計算等）、

類似事例の解析等により予測

を行います。

・ 注目すべき地形・地質等にお

いては、改変区域に係るもの

についてさらに詳細な予測を

行います。

(2)間接的影響

・ 注目すべき地形・地質におけ

る周辺地形、水象の変化等に

伴う間接影響については、他

の予測結果等を踏まえ、定性

的手法により行います。

　現況調査結果、予測

結果及び環境に対する

影響緩和の考え方を踏

まえ、次の観点から見

解を明らかにします。

(1)ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・環境影響評価の項目

　毎に、回避、最小化、

　修正、低減に係る保

　全対策を盛り込んだ

　複数案について､ﾐﾃｨ

　ｹﾞｰｼｮﾝが図られてい

　るかどうかを判断し

　ます。

(2)環境基準等との整

　　合の観点

・法律、県町村条例

・ 県環境基本計画

・ 県、町村防災計画

・ 開発指導等の基準

・ その他科学的知見
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図 3.2.9　地形・地質調査地点位置図
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表 3.2.3(17)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

植
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
１
／
２

【植物全般】
(1)調査項目

　植物調査は、植物相、植生、土壌、注目すべき個体、集団、種及び

群落、保全機能等を調査対象とします。

(2)調査の進め方

　既存資料及び聞き取り調査結果等を参考に、現地調査を行います。

(3)結果のまとめ

　各調査方法別の調査結果、各植物目録、植物相の概要、現存植生図、

土壌図、分布図、写真等

(4)調査の信頼性の確保

　調査の信頼性を確保するために、現地調査結果について踏査ルート

、調査地点、調査日時、野帳、標本、写真、及び調査者の氏名等を整

理します。　

(1)調査地域

　対象事業実施区域から片側100

ｍ両側 200m の範囲内を基本とし

ます。地下部、現道利用区間は影

響が小さいため、原則として調査

対象外とします。

(2)調査地点設定の留意点

　調査地点は、「第２章　２．自

然的状況　2.4.3　生態系」の表

2.2.16(2-115 頁)で示した３つの

生態系（森林、草地、木曽川）を

把握できるよう設定します。

　また、対象事業の特性及び対象

植物（土壌）の生態的特性を踏ま

え、予測及び環境保全措置の検討

に必要な情報も把握できる箇所

に設定します。

　現地調査は春、夏、

秋の３季調査を基本

とします。

　

　直接的・間接的影響による変

化の程度又は消滅の有無につい

て、工事実施時、供用時につい

て予測します。

(1)直接的影響

　対象事業計画を重ね合わせる

ことにより予測します。

　予測条件として事業計画によ

る改変区域を明らかにします。

(2)間接的影響

　類似例又は経験則等により予

測します。

　影響要因毎に水質、水象、地

形等他の環境要素の予測結果を

踏まえ、想定される環境条件の

変化等を明らかにします。

　予測条件及び調査結果を考慮

し、類似事例や学識経験者の意

見等を参考にして予測を行いま

す。

【植物相】

(1) 生育種（シダ植物・種子植

物）の把握

(2) 植物相の概要把握

(1)目的

　植物相調査は、対象事業実施区域の植物相の全体像を把握し、注目

すべき個体、種の選定を適切に行うために実施します。

(2)方法

　生育種を記録するとともに、地域の植物相の概況を把握します。

(3)結果のまとめ

　植物目録、植物相の概要、標本及び写真

(1)調査地点

　設定された３つの生態系が把

握できるように、植物種の生育環

境を想定し、基本踏査ルートを設

定します（図 3.2.10 植物調査地

点位置図参照）。

　基本踏査ルート以外にも、現地

調査中に、注目すべき種や植生を

特徴づけるような地域が確認さ

れた場合には、適宜踏査ルートを

設定します。

　　

・時期･･春、晩春、夏、

　　　　秋

・主な調査対象

　春･･春植物､ｽﾐﾚ属

　　　､ﾈｺﾉﾒｿｳ属

　晩春･･スゲ類

　夏･･植物相全般

　秋･･ｲﾈ科草本植物

・ 地元有識者等から

生物季節の情報を

入手し、観察適期に

調査を実施します。

　直接的・間接的影響によ

る以下の項目に対する変化

の程度又は消滅の有無を予

測します。

① 植物相

② 植　生

③ 土　壌

④ 注目すべき個体、集

団、種及び群落

⑤ 保全機能等

(1) 予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同一地域とします。

　植物相、植生、保全機能

等は、全域を対象に実施し

ます。

　注目すべき個体等は、そ

れぞれの対象の分布地を予

測地点とします。

(2) 予測対象時期等

　直接的影響については、

原則として工事完了時及び

保全対策の効果が一定期間

を経て植物の個体・群落等

が安定した時期とします。

　間接的影響については、

供用後、植物の個体・群落

等が安定する時期としま

す。

　植物相の予測は、改変区域の

植生、地形等の状況及び植物相

の特性から、特定の種群が著し

く減少するかなど、植物相全体

としての変化の可能性を定性的

に記述します。

　保全対策を含む予測

の結果により、環境に対

する影響緩和の考え方

を踏まえ、次の観点から

評価を行います。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・ 環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、

修正、低減、代償に係

る保全対策を盛り込

んだ複数案について､

ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝが図られて

いるかどうかを判断

します。

(2) 環境基準等との整合

の観点

・ 絶滅の恐れのある種

の保存の法律、文化財

保護法等による保護

対象植物

・ ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ等の対

象植物

・ 開発指導等の基準

・ その他科学的知見

【植生】

(1) 植生調査

(2) 現存植生調査

(1)目的

　植生調査は、対象事業実施区域に現存する植物群落を識別し、その

分布と特性を明らかにするために実施します。

(2)方法

　植生は、植物社会学的手法によって、植生高、階層構造、種数、種

組成、被度、群度等を調査し、組成表、群落特性表を作成します。

　現存植生調査は、植生調査に基づく凡例を用いて相観調査を行い、

現存植生図を作成します。

(3)結果のまとめ

　植生調査票、組成表、植生の概要、現存植生図、植生自然度図

（1/5000）、及び写真

(1)植生調査地点

　植生調査地点は、概略植生図、

現地踏査結果により、各植物群落

を代表する地点を設定します。調

査地点数は、自然性の高さ等を勘

案して 100 地点程度を設定しま

す。

(2)現存植生調査

　現存植生調査は、各植分の相観

が把握できる踏査ルートを設定

します。

(1)植生調査

・ 時期

　夏…森林植生等

　秋…イネ科草本植

物の繁茂する植

分

(2)現存植生調査

・ 時期…春～秋

・ 調査対象

　春…森林植生

　夏…森林植生

　秋…草地植生

　植生の予測は、改変区域図と

現存植生図及び植生自然度図を

オーバーレイし、群落別、植生

自然度別の改変面積、改変率を

算定します。
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図 3.2.10　植物調査地点位置図
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表 3.2.3(18)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【土壌】

(1) 試坑断面調査

(2)土壌図

(1)目的

・土壌調査は、植物の影響評価及び保全対策検討にあたっての重要な

基礎資料を得るために実施します。

(2)方法

・植生、地形・地質により想定される主要な土壌区分毎に試坑断面調

査を行います。試坑断面調査は、土壌層位、層厚、土色、腐植量、

土性、石礫、水分状態、堅さ、根の分布等の断面の形態的特性を観

察・記録します。

・検土杖を用いて土壌図を作成します。

(3)結果のまとめ

・土壌断面図、土壌図（1:5000）、土壌分類別特性表、土壌の概要、写

真等

(1)調査地点

　調査ルート及び地点は、植生、

地形・地質に応じて設定しま

す。

　植生調査と同一時

期とします。

　植物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／２に同じ。

　土壌の予測は、改変区域図と

土壌図をオーバーレイし、土壌

区分別の改変面積、改変率、改

変量等を算定します。

植
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
２
／
２

【注目すべき個体、集団、種及

び群落】

(1) 注目すべき個体、集団、種

及び群落の状況

(2)立地条件及び遷移の状況等

(1)目的

・ 植物相調査及び植生調査の結果より、注目すべき個体、集団、種、

　群落の状況等を抽出します。現地調査は、対象植物の予測・評価及

　び保全対策検討に必要な情報を得るために実施します。

(2)対象

・注目すべき個体、集団は、学術的歴史的文化的等の観点から天然記

念物等に指定された植物とします。

・注目すべき種はレッドデータブック、地域住民との関わり等から選

定します。

・注目すべき群落は、レッドデータブック、地域住民との関わり等か

ら選定します。

(3)方法

・ 現地調査により、分布位置、現存量、生育状況、立地条件等を把握

　します。

(4)結果のまとめ

・ 分布位置図、分布調査結果、生息環境調査結果、注目すべき個体等

の特性表

(1)分布・現存量調査調査

　一般的な生育条件等から分布

の可能性の高い場所を想定し、詳

細な踏査を行います。

(2)生育状況・立地条件の調査

　生育環境については、対象の特

性に応じ、分布地及びその周辺に

て調査します。

　抽出した個体等の

特性に応じて最も確

認に適する時期に設

定します。

・ 注目すべき個体等の予測は、

改変区域図とそれぞれの対象

の分布図をオーバーレイし、

対象毎に改変される分布地、

改変量、全体の現存量に占め

る改変率、生育条件別の改変

面積、改変率等を算定します。

　保全対策を含む予測

結果により、環境に対す

る影響緩和の考え方を

踏まえ、次の観点から評

価を行います。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・ 環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、

修正、低減、代償に係

る保全対策を盛り込

んだ複数案について､

ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝが図られて

いるかどうかを判断

します。

(2) 環境基準等との整

　　合の観点

・ 絶滅の恐れのある種

の保存の法律、文化財

保護法等による保護

対象動物

・ ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ等の対

象植物

・ 環境基本計画等

・その他科学的知見

【保全機能等】

(1) 植生の有する保全機能 (1)目的

・保全機能等調査は、植生が有する水源涵養、土砂災害防止等の機能

の保全を図るために実施します。

(2)方法

・既存資料等を参考に機能評価の手法を選定し、植生の有する保全機

能を推定します。

(3)結果のまとめ

・機能評価図等

(1)調査地点

　｢土壌｣及び｢植生｣の調査結果

を基に、全域に関して推定しま

す。

　植生調査結果を用

いて適宜行います。

・ 保全機能等の予測は、改変区

域図と各種機能別の機能評価

図等をオーバーレイし、機能

別の評価区分別改変面積、改

変率等を算出します。
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表 3.2.3(19)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
(1)調査目的

　現地調査は地域の動物相の把握を目的とします。

(2)調査項目

　動物相調査の項目は、哺乳類、鳥類、両生類、は虫類、魚類、

底生動物、昆虫類とします。

(3)調査の進め方

　既存資料又は聞き取り調査結果等を参考に、現地調査を行いま

す。

(4)結果のまとめ

　各調査方法別の調査結果、各動物目録、分布図、各動物相の概

要、写真等

(5)調査の信頼性の確保

　調査の信頼性を確保するために、現地調査結果について踏査ル

ート、調査地点、調査日時、野帳、標本、写真、及び調査者の

氏名等を整理します。

(1)調査地域

　対象事業実施区域から片側250

ｍ両側 500m の範囲内を基本とし

ます。地下部、現道利用区間は影

響が小さいため、原則として調査

対象外とします。

 (2)調査地点設定の留意点

　調査地点は、「第２章　２．自

然的状況　2.4.3　生態系」の表

2.2.16(2-115 頁)で示した３つの

生態系（森林、草地、木曽川）を

把握できるよう設定します。

　また、対象事業の特性及び対象

動物の生態的特性を踏まえ、予測

及び環境保全措置の検討に必要

な情報も把握できる箇所に設定

します。

(1)調査期間

　調査期間は１年間

を原則とし、調査時期

は対象動物の生態を

踏まえて設定します。

　直接的・間接的影響によ

る以下の項目に対する変化

の程度又は消滅の有無を予

測します。

　①動物相

　②注目すべき個体及び個

　　体群

(1) 予測地域及び予測地点

　予測地域は、調査地域と

同一地域とします。

(2) 予測対象時期等

　直接的影響については、

原則として工事完了時及び

保全対策の効果が一定期間

を経て安定した時期としま

す。

　間接的影響については、

工事中及び供用後としま

す。

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時、

供用時について予測しま

す。

(1)直接的影響

　対象事業計画を重ね合わ

せることにより予測しま

す。

　予測条件として事業計画

による改変区域を明らかに

します。

(2)間接的影響

　類似例又は経験則等によ

り予測します。

　影響要因毎に騒音、水質、

水象、地形、植物等他の環

境要素の予測結果を踏ま

え、想定される環境条件の

変化等を明らかにします。

　予測条件及び調査結果を

考慮し、類似事例や学識経

験者の意見等を参考にして

予測を行います。

　保全対策を含む予測

結果により、環境に対す

る影響緩和の考え方を

踏まえ、次の観点から評

価を行います。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

　環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、修

正、低減、代償に係る保

全対策を盛り込んだ複

数案について､ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮ

ﾝが図られているかどう

かを判断します。

(2) 環境基準等との整

　　合の観点

　絶滅の恐れのある種

の保存の法律、文化財保

護法等による保護対象

動物

・ ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ等の対

象動物

・ 環境基本計画等

・ その他科学的知見

動
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
１
／
５

【動物相】

1. 生息種の状況

2. 動物相の概況（生息種の分布）

1.哺乳類

(1)フィールドサイン法（哺乳類）

　調査地域内を踏査し、フィールドサイン（糞、足跡、食痕、巣

など）、目視観察により生息種を確認します。

(2)トラップ法（小型哺乳類）

　ネズミやモグラなどの小型哺乳類を対象とし、餌を付けたトラ

ップを設置し、捕獲された種を確認します。

　なお、コウモリ類については、専門家の意見を聞きつつ、必要

に応じて実施します。

　鳥獣等の捕獲に関しては、鳥獣保護法等に留意しながら、実施

いたします。

(1)フィールドサイン調査

・ 設定された３つの生態系が把

握できるように、哺乳類の生息

環境を想定し、基本踏査ルート

を設定します（図 3.2.11 哺乳

類調査地点位置図参照）。

・ 基本踏査ルート以外にも、現地

調査中に、注目すべき種や対象

となる哺乳類が利用しそうな

地域が確認された場合には、適

宜踏査ルートを設定します。

(2)トラップ法

・ 設定された３つの生態系が把

握できるように、森林（針葉樹、

広葉樹）、草地、河畔林などで、

それぞれ８地点程度（合計 32
地点）を設置します。

・ １地点 30 個のトラップを設置

します（図 3.2.11 哺乳類調査

地点位置図参照）。

(1)フィールドサイン法

・ 時期…春・夏・秋・

　　　　冬

(2)トラップ法

・時期

　春…繁殖期

　秋…エサの減少期

　動物相の予測は、改変区

域の植生、地形等の状況及

び動物相の特性から、特定

の種群が著しく減少するか

など、動物相全体としての

変化の可能性を定性的に記

述します。
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図 3.2.11　哺乳類調査地点位置図
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表 3.2.3(20)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
2.鳥類

(1)ラインセンサス法

　設定したルート（２～３km）上を時速 1.0～2.0km 程度の速さ

で歩きながら観察し、鳥類を姿または鳴き声により確認します。

(2)定点観察法

　調査区域を見渡す調査定点を設定し、双眼鏡や望遠鏡を用いて

60 分程度の観察を行い、その間に出現した鳥類を姿または鳴き声

により確認します。

(1)ラインセンサス法

　設定した３つの生態系が把握

できるように、鳥類の生息環境を

想定しセンサスルートを設定し

ます。

　各センサスルートは、極力複数

の環境特性（森林、草地、河川）

が含まないようにし、15 ルート

を設定します（図 3.2.12  鳥類

調査地点位置図参照）。

(2)定点観察法

・ ラインセンサス調査におい

て、鳥類相が豊かで生態系を

代表する地域として、19 地点

を設定します（図 3.2.12 鳥

類調査地点位置図参照）。

(1)ﾗｲﾝｾﾝｻｽ法、定点

　 観察法

・時期…春・夏・秋・

　　　　冬

・調査対象

　春…留鳥・夏鳥

　夏…夏鳥・留鳥

　秋…留鳥・冬鳥

　冬…冬鳥・留鳥

動物（工事による影響およ

び存在・供用による影響）

１／５に同じ。

動物（工事による影響およ

び存在・供用による影響）

１／５に同じ。

動物（工事による影響お

よび存在・供用による影

響）１／５に同じ。

動
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
２
／
５

【動物相】

1.生息種の状況

2.動物相の概況（生息種の分布）

3. 両生類・は虫類

(1)捕獲確認・目視観察

　調査地域内の沢や水田、水路、溜池などを中心に踏査し、捕獲

確認もしくは目撃により生息種を確認します。

(1)基本踏査

・ 設定された３つの生態系が把

握できるように、両生・は虫類

の生息環境を想定し、基本踏査

ル ー ト を 設 定 し ま す （ 図

3.2.13  両生・は虫類調査地点

位置図参照）。

・ 基本踏査ルート以外にも、現地

調査中に、注目すべき種や対象

となる両生・は虫類が生息しそ

うな地域が確認された場合に

は、適宜踏査ルートを設定しま

す。

・ 基本踏査ルートは、主に水田や

水路、森林等に生息する両生・

は虫類（トノサマガエル、マム

シ等）を対象とします。

(2)河川、沢調査

・ 予定される計画路線が河川、沢

と交差する地点として、47 の

河川及び沢を設定します。（図

3.2.13  両生・は虫類調査地点

位置図参照）

・ 調査範囲は、計画路線から上下

流 50ｍ程度とします。

・ 河川、沢調査は、主に河川や沢

に生息する両生・は虫類（ハコ

ネサンショウオ等）を対象とし

ます。

(1)捕獲確認・目視観察

・時期…春･夏･秋･冬

・調査対象

　春…ﾊｺﾈｻﾝｼｮｳｳｵ、

　　　ｶｴﾙ類産卵場所

　夏…ｶｴﾙ類、は虫類

　秋…は虫類

　冬…ﾋﾀﾞｻﾝｼｮｳｳｵ
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図 3.2.12　鳥類調査地点位置図
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図 3.2.13　両生・は虫類調査地点位置図
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表 3.2.3(21)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
4. 魚類

(1)網等による捕獲

　投網、タモ網等、対象とする種や水域の特性に応じた漁具を用

いて魚類を採捕し、生息種を確認します。

(2)目視観察

　陸上もしくは水中より魚類を直接観察し、生息種を確認しま

す。

(3)河川平面及び断面図の作成

　調査結果のとりまとめとして、環境における生息種を整理して

おくために、魚類が確認された地点毎に河川内の概況がわかる平

面図（植生や構造物などを記載）と断面図（河床の状況）を作成

する。

(1)調査地点の設定

　予定される計画路線が渡河及

び交差し、魚類が生息していると

想定される河川及び沢として、10
地点を設定します（図 3.2.14 魚
類・底生生物調査地点位置図参

照）。

・木曽川：４地点

・境の沢：１地点

・殿小川：１地点

・長通川：１地点

・阿寺川：１地点

・柿其川：１地点

・大洞沢：１地点

・伊勢小屋沢：１地点

　ただし、両生・は虫類調査等に

より、魚が生息し、予定される計

画路線と交差する場合には、適宜

調査地点を設定します。

(1)網等による捕獲

・時期…春・夏・秋

・調査対象

　春…稚魚の確認

　夏…生息種の把握

　秋…産卵場所の把握

(2)目視観察

・時期…夏

　動物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／５に同じ。

　動物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／５に同じ。

　動物（工事による影響

および存在・供用による

影響）１／５に同じ。

動
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
３
／
５

【動物相】

1. 生息種の状況

2.動物相の概況（生息種の分布）

5. 底生動物

(1)定性採集

　各調査地点において、瀬や淵、よどみ、分流などで底生動物の

定性的な採集を行い、生息種を確認します。

(2)定量採集(コドラート法)
　各調査地点において、なるべく多くの環境(瀬、淵、よどみ、

分流など)を選び、それぞれの環境で 50×50cm 程度のコドラート

を設置して底生動物の定性的な採集を行い、生息種と個体数を確

認します。

(1)調査地点の設定

　魚類調査と同地点において、定

性採集及び定量採集調査を実施

します（図 3.2.14 魚類・底生生

物調査地点位置図参照）。

　上記 10 地点以外で、予定され

る計画路線が交差する河川及び

沢においては、定性採集を実施し

ます（図 3.2.14 魚類・底生生物

調査地点位置図参照）。

(1)定性採集

・時期…春・夏・冬

・調査対象

　春・冬…ｶｹﾞﾛｳ、ｶﾜｹﾞ

　　　　　ﾗ類

　夏･･大型水生昆虫

　　　類

(2)定量採集(コドラート法)
・時期…春・冬

・調査対象

ｶﾜｹﾞﾗやｶｹﾞﾛｳ、ﾄﾝﾎﾞ

類の幼虫などの水

生昆虫類
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図 3.2.14　魚類・底生生物調査地点位置図
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表 3.2.3(22)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

動
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
４
／
５

【動物相】

1.生息種の状況

2.動物相の概況（生息種の分布）

1. 昆虫類

(1)任意採集・直接観察

　調査地域を踏査し、昆虫を見つけて捕まえる見つけ採りまたは

草や木の枝の先端、花などをなぎ払うようにして捕虫ネットです

くい上げ捕まえるスウィーピング法による採集確認と、昆虫の目

撃あるいは鳴き声による確認により、生息種を確認します。

(2)ライトトラップ

　見通しの良い場所に白色のスクリーンを張り、夜間その前に光

源を吊して点灯し、スクリーンを目がけて集まる昆虫を採集しま

す。

(3)ベイトトラップ

　森林の歩行性昆虫を採取する目的で、餌を入れたピットフォー

ルトラップを地中に埋め、トラップ内に落ちた昆虫類を採集しま

す。

(1)任意採集・直接観察

　設定された３つの生態系が把

握できるように、昆虫類の生息環

境を想定し、基本踏査ルートを設

定します（図 3.2.15 昆虫類調査

地点位置図参照）。

　基本踏査ルート以外にも、現地

調査中に、注目すべき種や対象と

なる昆虫類が利用しそうな地域

が確認された場合には、適宜踏査

ルートを設定します。

 (2)ライトトラップ調査

　ライトトラップは、昆虫が誘引

しやすいように森林内の開けた

場所等に設置します。

　想定される設置地域は、８地域

（１地域１地点）です（図 3.2.15

昆虫類調査地点位置図参照）。

(3)ベイトトラップ

　ベイトトラップは、ライトトラ

ップ時に設定した８地域周辺に

おいて、それぞれ森林、草地、木

曽川において１地点づつ設定し

ます（合計 24 地点）。

　１地点 20 個のベイトトラップ

を設置します。

(1)任意採集・直接観察

・時期…春・夏・秋

(2)ライトトラップ

・時期…春・夏・秋

(3)ベイトトラップ

・時期…夏

　動物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／５に同じ。

　動物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／５に同じ。

　動物（工事による影

響および存在・供用に

よる影響）１／５に同

じ。
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図 3.2.15　昆虫類調査地点位置図
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表 3.2.3(23)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

動
物
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）
５
／
５

【注目すべき種及び個体群】

1.注目すべき種及び個体群の状況 (1)調査目的

　既存資料、聞き取り、現地調査等において、注目すべき種及び

個体群の生息が確認または予想された場合、その生息状況を把握

するための調査を実施します。

(2)調査項目

　注目すべき種及び個体群の選定は、希少性、学術上の重要性、

歴史的文化的背景、地域住民との関わりに留意して行います。

　分布調査として、詳細な現地調査を行い、生息数・分布等を把

握します。

　生息調査として、営巣地、産卵地、採餌、ねぐら、利用頻度の

高い場所、保全上重要な場所、餌の分布等について詳細調査を行

います。

(3)調査方法の選定

　主な現地調査方法は、動物相で示した通りですが、種の生活形

態によってはそれらの調査では確認されない場合があるため、聞

き取り等により、別途必要な調査方法を適宜選定する必要があり

ます。下記に、別途必要な調査として、現在実施中の猛禽類調査

の方法を示します。

＜猛禽類調査＞

・鳥類の調査とは、調査時の視点の違い（飛翔力の違い）や調査

結果のとりまとめ（飛翔ルートと行動確認票）などから、別途に

定点観察調査を実施します。

・定点観察調査は、双眼鏡及び地上式望遠鏡を用いて、確認され

た猛禽類（トビを除く）の飛翔記録を図に、飛翔状況を調査票に

整理します。飛翔個体については、種別・出現時刻・成幼・性別・

行動詳細等を可能な限り記録します。

・各定点は、無線により情報交換を行いながら実施します。

・また、定点観察調査によって猛禽類の営巣が把握された場合に

は、地形的な条件等を考慮しながら営巣地確認踏査の実施を行う

場合があります。

●既存調査内容

　現在、以下の時期にて予備調査を実施しています。

・第一営巣期：平成 13 年 12 月,平成 14 年 2,3,5,6,7 月

・第二営巣期：平成 14 年 12 月～

　なお、調査結果は「第２章２．自然的状況　2.4.2 動物の状況

(1)動物相の概要ｲ」鳥類の概況」に示します。

(4)結果のまとめ

　分布位置図、分布調査結果、生息環境調査結果、注目すべき種

等の特性表

(1)分布調査

　分布調査は、一般的な生育条件

等から分布の可能性の高い場所

を想定し、詳細な踏査を行いま

す。

(2)生息環境調査

　生育環境調査は、対象の特性に

応じ、分布地及びその周辺につい

て調査します。

(3)猛禽類調査

　既存調査によって確認されて

いる猛禽類については、行動範囲

が広域になるため、調査地域を拡

大します。

　猛禽類の行動圏把握に必要な

調査地点として、既存の調査結果

を基に、猛禽類の営巣の可能性が

ある地域を把握できる箇所とし

て 13 定点を設定します（図

3.2.16 猛禽類調査位置図参照）。

(1)分布調査

　対象となる動物の

生態が把握できる時

期に設定します。

(2) 生息環境調査

　対象となる動物の

生態が把握できる時

期に設定します。

(3)猛禽類調査

　猛禽類の繁殖期で

ある 12 月～７月まで

の８ヶ月間を対象と

し、毎月連続した３日

間とします。

　調査期間は、２繁殖

期を含む1.5年以上の

調査とします。

　動物（工事による影響お

よび存在・供用による影響）

１／５に同じ。

　注目すべき種・個体群等

の予測は、改変区域図とそ

れぞれの種・個体群、生息

環境の分布、利用域図等を

オーバーレイし、それぞれ

毎に改変される場所、改変

量、それぞれに占める改変

率等を算定します。

　動物（工事による影

響および存在・供用に

よる影響）１／５に同

じ。
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図 3.2.16　猛禽類調査地点位置図
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表 3.2.3(24)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法
調査地域及び地
点

調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

【構造】

(1) 環境単位の構造（主な構成種、立地、大き

さ又は遷移の状況）

　水象、地形・地質、植物及び動物等の調査結果に基づき、既存資料等を参考に、

一定の環境単位を類型化することにより、生態系の構造を推測するとともに、環

境単位の構造を推測します。

　原則として生態系独自の現地調査等は想定せず、他の調査結果を用い、これを

解析することで行います。

　調査方法は下記の２段階に分けて行います。

(1)環境単位の区分

　環境単位は、「第２章　２．自然的状況　2.4.3　生態系」の表 2.2.16(2-115

頁)で示した対象道路事業実施区域を特徴付ける３つの生態系を基に、水象、地

形、植生、土壌の調査結果を組み合わせて設定します。

(2)環境単位毎の構造

　区分した環境単位毎に、下記の項目を整理することにより把握します。

① 基礎的指標

環境単位類型とその大きさ（面積）、立地条件など。

② 要素の状況

環境単位毎の地形、植生、土壌、水象など。

③ 構成種

環境単位毎に実施した植物、動物の構成。

④ 特異な小環境単位

環境単位の中にある特異な小環境の種類や規模、水象、地形の条件、構成

している動植物など。

⑤ その他

人的影響、遷移、その他構成する上で有効な事項。

【相互関係】

(1) 環境単位間又は生態系間の相互関係

(2) 外周生態系との相互関係

　地形・地質、水象、植物及び動物等の調査結果に基づき、既存資料等を参考に、

一定の環境単位を類型化することにより、生態系の構造を推測するとともに、環

境単位の構造を推測します。

　調査方法は下記の３つに分けて行います。

(1) 生物間の相互関係

動植物調査の結果から環境単位の構成種として整理した種な

どを基に、既存の知見や情報に基づき、食物連鎖等の生物種（群）間の相互関係

を推測し、整理します。

(2) 環境単位間の相互関係

動植物調査の結果から環境単位の構成種や個体群の行動圏等

から、環境単位の相互関係を推測し、整理します。

(3) 調査地域外の環境との関係

　調査地域では完結しない広い生息空間を有する生物の生息状況に着目し、調査

範囲を超えたより広域の自然環境との関係性を整理します。

生
態
系
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

【指標種】

(1)指標種等の状況

　生態系における影響予測をより十分に行うために、指標種を設定し、その指標

種を中心に生物間の関係、生息・生育環境との関係を解析します。

　調査は下記の２段階の方法で行います。

(1)指標種の設定

　構造、相互関係の結果を踏まえ、環境単位毎の生態系を把握する上で適切な指

標種を設定します。

　抽出にあたっては、生態系の上位性、典型性、特殊性の観点から複数抽出しま

す。

(2)指標種を中心とした調査

　指標種を用いて、環境単位毎の生態系における影響を予測するため、指標種の

生態、他生物との関係、指標種及び関係する生物種等と生育・生息環境との関係

について把握します。

(1)調査地域

　生態系では、原則

として植物、動物そ

の他の自然環境に係

る調査結果を活用し

ます。

(2)調査地点

　生態系では、原則

として植物、動物そ

の他の自然環境に係

る調査結果を活用し

ます。

　生態系では、原則

として植物、動物そ

の他の自然環境に係

る調査結果を活用し

ます。

　直接的・間接的影響によ

る以下の予測項目に対する

変化の程度又は消滅の有無

を予測します。

①構造

②相互関係

　・指標種を用いない予測

　(概略的予測を行う場合)

　・指標種による予測

　(重点的予測を行う場合)

(1)予測地域及び予測地点

　予測地域及び地点は、植

物、動物の調査地域及び地

点と同一とします。

(2)予測対象時期等

　予測時期は、植物、動物

と同一時期とします。

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時、

供用時について予測しま

す。

(1)直接的影響

　対象事業計画を重ね合わ

せることにより予測しま

す。

　予測条件として事業計画

による改変区域を明らかに

します。

　生態系の予測は、環境単

位の改変の状況や指標種へ

の影響を予測することによ

り行います。

　構造については、環境単

位の直接的影響による消

失、減少等を予測します。

　相互関係については、指

標種による重点的な予測を

行います。

　直接的改変及び水環境の

変化等間接的な環境条件の

変化により、指標種その他

の生物種の関係性の変化、

指標種の生息・生育を規定

する環境条件の変化等につ

いて定性的に予測します。

　猛禽類等の上位種から食

物連鎖に着目し、定性的に

予測します。

(2)間接的影響

　類似例又は経験則等によ

り予測します。

　影響要因毎に騒音、水質、

水象、地形、植物、動物等

他の環境要素の予測結果を

踏まえ、想定される環境条

件の変化等を明らかにしま

す。

　予測条件及び調査結果を

考慮し、類似事例や学識経

験者の意見等を参考にして

予測を行います。

　現況調査結果、予測結

果及び環境に対する影

響緩和の考え方を踏ま

え、次の観点から見解を

明らかにします。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・ 事業計画、施設等の

配置計画、工法等、

主に生態系への影響

に係る複数の案を比

較し、生態系への影

響の緩和の程度を検

討します。

(2) 環境基準等との整

合の観点

・ 県環境基本計画等

（自然環境保全の目標、

　方針等）
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表 3.2.3(25)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【景観資源及び構成要素】

(1) 景観資源

(2) 構成要素

　既存資料又は聞き取り調査結果等を基に、事業実施による景観

の変化についての予測を行うための現状把握と「主要な景観」の

調査、予測、評価等を行うにあたって必要な地域の景観の概要を

把握します。

　調査の方法は下記の２つに分けて行います。

(1)景観資源

地形図その他の既存資料等から、地域の景観概要を把握しま

す。

(2)構成要素

把握した地域の景観概要について、地形・地質や植生等の他の

環境要素の調査結果により、地域の景観がどの様なものから構成

されており、どの様な特性を持っているかを把握します。

景
観
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

【主要な景観】

(1) 主要な景観資源

(2) 主要な眺望景観

　景観資源及び構成要素の結果から、地域の景観を保全する上で

重要な、主要な景観資源の範囲、重要度、特に影響を検討する眺

望景観について抽出し、特性を把握します。

　調査方法は下記の２つに分けて行います。

　

(1)主要な景観資源

　既存資料又は聞き取り調査結果等を基に、主要な景観資源を抽

出します。また、必要に応じて現地調査を実施します。

　抽出した資源について、範囲、規模、周囲からの見え方につい

て現地調査を実施し、適宜写真撮影等を行います。

(2)主要な眺望景観

　特に影響を検討する必要がある眺望景観について抽出し、特性

を把握します。

　また、視点の特性把握や景観の変化について予測するために、

写真撮影等を行います。

(1)調査地域

　調査地域は、認知限界距離の観

点から、対象事業実施区域片側３

km 両側６km の範囲内を基本と

し、地形や視点場の状況に応じて

設定します。

　ただし、岐阜県側については、

「現地踏査の結果」から影響がな

いと判断したため、調査地域に含

めないこととしました。

(2)調査地点

　調査地点は、地形及び植生等を

考慮し、既存資料等又は聞き取り

調査結果を参考に、歴史的・文化

的背景も勘案した上で、調査地域

を適切に把握できるよう設定し

ます。

　主要な景観資源は、山地・火山、

河川・湖沼などの自然的要素と社

寺、遺跡・史跡、歴史的建築物な

どの文化的要素の２つに分かれ

ます。なお、対象事業実施区域周

辺では、主要な景観資源として阿

寺渓谷、木曽川河岸段丘群、中山

道等があります（図 3.2.17 主要

な景観資源調査地点位置図参

照）。

　主要な眺望景観の視点として

は、展望地（展望台、山頂など）、

活動の場（散策路、園地、キャン

プ場など）、動線（登山道、道路、

鉄道など）などの来訪者の利用に

よる視点と公共施設（学校、公民

館など）、居住地（市街地など）、

動線（街路など）などの地域住民

の利用による視点があります。

　なお、対象道路事業実施区域周

辺では、主要な眺望景観として中

部北陸自然歩道、川西古道、恋路

峠やＪＲからの眺望景観として、

大桑駅、南木曽駅など、公共施設

として野尻小学校などがありま

す（図 3.2.18 主要な眺望景観調

査地点位置図参照）。

(1) 基本調査期間

　年間を通じた状況

が把握できるように、

基本的には四季につ

いて設定します。

(2) 景観資源の及び

構成要素の調査

　文献及び聞き取り

において最も代表的

と思われる時期の１

回以上の調査としま

す。（例：木曽への観

光客が特に多いと想

定される秋季）

(3) 主要な景観資源

の調査

　文献及び聞き取り

調査において最も代

表的と思われる時期

に１回以上の調査と

します。

（例 1：赤沢自然林な

どは、観光客が最も多

いと想定される夏季

に実施）

（例 2：寝覚の床など

は、複数の時期の来訪

者が想定される夏季

と秋季に実施）

(4) 主要な眺望景観

の調査

　４季を基本としま

すが、冬季に利用の可

能性がないなど、利用

状況によって適宜変

更します。

　直接的・間接的影響によ

る以下の項目に対する変化

の程度又は消滅の有無を予

測します。

　①景観資源及び構成要素

　②主要な景観

(1)予測地域及び予測地点

　予測地域及び地点は、調

査地域及び地点と同一とし

ます。

(2)予測対象時期等

　予測時期は、供用後の適

切な時期とします。

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時、

供用時について予測しま

す。

(1)直接的影響

　事業計画により改変区域

図を作成し、主要な景観資

源図、主要な視点図等と重

ね合わせ、図上解析するこ

とにより、改変の位置、面

積や延長等を予測します。

　景観及び眺望の変化につ

いては、コンピュータ・グ

ラフィックス数値地形モデ

ル法又はフォトモンタージ

ュ法等により予測します。

(2)間接的影響

　間接的影響は、類似例又

は経験則等により予測しま

す。

　現況調査結果、予測結

果及び環境に対する影

響緩和の考え方を踏ま

え、次の観点から見解を

明らかにします。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

　環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、修

正、低減に係る保全対策

を盛り込んだ複数案に

ついて､ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝが図

られているかどうかを

判断します。

(2) 環境基準等との整

合の観点

・ 郷土環境保全地域

・ 妻籠宿保存地区条例

・ その他科学的知見
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図 3.2.17　主要な景観資源調査地点位置図
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図 3.2.18　主要な眺望景観調査地点位置図
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表 3.2.3(26)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法
【分布】

１．触れ合い活動の分布

・分布状況

　既存資料又は聞き取り調査結果を参考に、触れ合い活動の可能

性のある場所について現地調査を実施し、実際に触れ合い活動と

して利用されている範囲を把握します。

　その結果を触れ合い活動の場所位置図、現況写真、一覧表を整

理します。

触
れ
合
い
活
動
の
場
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

【主要な触れ合い活動の場】

２．主要な触れ合い活動の場の抽出

　以下の項目の調査結果を基に、主要な触れ合

いの活動の場を確定します。

(1)利用状況

(2)資源状況、周辺環境の状況

(3)アクセスの状況

　触れ合い活動の場の調査結果を基に、主要な触れ合い活動の場

を確定、現地調査により状況を把握します。

　調査方法は下記の３つに分かれます。

(1)利用状況

　主要な触れ合い活動の場の利用時期、利用者数、利用内容等を

利用者への聞き取り調査等により行います。

　また、利用者とは別に、地域住民が当該地域をどの様に認識し

ているか、過去を含めてどの様な関わりをもってきたか等につい

て、聞き取り調査等により行います。

(2)資源状況、周辺環境の状況

　地形・地質、植物、動物等の調査結果及び現地調査等により、

触れ合い活動に利用されている場の資源の内容特性等を把握し

ます。

(3)アクセスの状況

　現地調査、利用者への聞き取り等により、触れ合い活動の場へ

の主なアクセスのルート等を把握します。

(1)調査地域

　影響を受ける触れ合い活動の

場やそのアクセス等を含む地域

とします。

(2)調査地点

　事業により触れ合い活動の場

への利用状況及び資源状況、周辺

環境の状況、アクセスの状況など

に影響を与える場とします。

　ふれあい活動の場で対象とす

る活動としては、観察・採集活動

（自然観察、魚釣りなど）、鑑賞

活動（花見、紅葉など）、遊び・

体験（木登り、川遊びなど）、歩

行活動（登山、ハイキングなど）、

キャンプ・ピクニック（キャンプ、

芋煮会など）、野外スポーツ（カ

ヌー、山スキーなど）、休養・休

息（温泉浴、夕涼みなど）などの

自然と触れ合う活動の場と、信

仰・精神性（信仰の対象となって

いる自然、伝説・言い伝えなど）、

祭り・行事（伝統的行事など）、

利用対象種（地域の生活や産業で

利用されている種の分布地など）

などの生活・文化との関わりの深

い場や種などがあります。

　なお、対象道路事業実施区域周

辺には、天白公園、柿其温泉、大

桑村スポーツ公園などがありま

す（図 3.2.19 ふれあい活動の場

調査地点位置図参照）。

　調査は、活動内容の

利用状況（利用時期、

時間帯）を踏まえ、そ

れらが適切に把握で

きる期間、時期及び時

間帯を選定します。

（例 1：キャンプ場や

遊歩道等は、観光客の

利用が多いと想定さ

れる春季、夏季）

（例 2：花の名所は、

花が咲く春季、秋季）

（例 3：紅葉の名所は、

秋季）

　直接的・間接的影響によ

る以下の項目に対する変化

の程度又は消滅の有無を予

測します。

　①分布

　②主要なふれあい活動の

　　場

(1)予測地域及び予測地点

・ 予測地域及び地点は、調

査地域及び地点と同一と

します。

(2)予測対象時期等

　予測時期は、工事中及び

供用後の適切な時期としま

す。

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時、

供用時について予測しま

す。

(1) 直接的影響

・ 事業計画により改変区域

図を作成し、主要なふれ

あい活動の場図等と重ね

合わせ、図上解析するこ

とにより、改変の位置、

面積や延長等を予測しま

す。

(2)間接的影響

・ 主要な触れ合い活動の場

の利用性の支障の有無、

支障が生じる箇所等を予

測します。また、利用者

数が設定されている施設

については利用施設と利

用可能な人数の変化を予

測します。

・ 近傍の既存道路の改変の

状況により、主要な触れ

合い活動の場への到着時

間・距離の変化について

予測します。

　現況調査結果、予測結

果及び環境に対する影

響緩和の考え方を踏ま

え、次の観点から見解を

明らかにします。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・ 環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、

修正、代償に係る保全

対策を盛り込んだ複

数案について､ﾐﾃｨｹﾞｰ

ｼｮﾝが図られているか

どうかを判断します。

(2) 環境基準等との整

合の観点

・ ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ資源

・ 開発の基準等

・ その他科学的知見
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図 3.2.19　触れ合いの活動の場調査地点位置図
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表 3.2.3(27)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

史
跡
・
文
化
財
（
工
事
に
よ
る
影
響
お
よ
び
存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
）

(1)分布状況

(2)特徴

(3)雰囲気を形成している要素

(4)利用状況

(1)分布状況

既存資料又は聞き取り調査結果を参考に、史跡・文化財(土地に

密接な関係を持つ有形文化財、有形民俗文化財、史跡・名勝・天

然記念物及び伝統的建造物群、県指定、市町村指定の文化財並び

にそれらと同様の価値を持つと考えられる文化財)の有無を確認

する方法とします。

また、必要に応じて、現地調査による確認を行います。

(2)特徴

既存資料又は聞き取り調査結果を参考に、歴史的背景や構造等

の特徴の把握します。

また、必要に応じ、地形・地質等の調査結果を利用します。

(3)雰囲気を形成している要素

現地における写真撮影、聞き取り調査結果等により、史跡・文

化財の雰囲気を形成している要素を把握します。

また、必要に応じ、植物等の調査結果を利用します。

(4)利用状況

既存資料又は聞き取り調査結果を参考に、史跡・文化財の利用

状況を確認する方法とします。

また、必要に応じて、触れ合いの活動の場の調査結果を利用し

ます。

(1)調査地域

　対象道路事業が史跡・文化財に

影響を与えると想定される対象

道路事業実施区域から片側１km

両側２km の範囲内を基本としま

す。

　ただし、史跡・文化財が調査範

囲外に連続している場合、調査範

囲を拡大することを考慮します。

(2)調査地点

　事業により史跡・文化財に影響

を与える可能性がある場としま

す。

　重要文化財としては、定勝寺本

堂・庫裏・山門、白山神社、読書

発電所施設があります。

　重要伝統的建造物群保存地区

としては、南木曽町妻籠宿保存地

区があります。

　史跡としては、かぶと観音、上

久保の一里塚、妻籠城址、中山道

があります。

　名勝としては、鯉岩がありま

す。

　天然記念物としては、エドヒガ

ン、スギ、アラガシ、タラヨウ、

イチョウ、ムクロジ、八剣神社

の大杉などがあります。

　県宝(建造物)としては、林家住

宅、藤原家住宅があります。

　（以上、図 3.2.20　史跡・文

化財調査地点位置図参照）。

　この他にも有形文化財(県宝を

含む)、有形民俗文化財、埋蔵文

化財について、事業との関連を調

査します。

　調査は史跡・文化財

の特性を踏まえ、予

測・評価するのに必要

な情報を適切かつ効

果的に把握すること

の出来る期間、時期及

び時間帯を設定しま

す。

　季節により大きく

雰囲気や利用の変動

がある史跡・文化財が

ある場合は、もっとも

利用が多い時期を設

定します。

（例 1：天白のつつじ

群落は花の咲く春季

に実施）

（例 2：坪川の銀杏は

紅葉する秋季に実施）

　直接的・間接的影響によ

る史跡・文化財に対する変

化の程度又は消滅の有無を

予測します。

(1)予測地域及び予測地点

・ 予測地域及び地点は、調

査地域及び地点と同一と

します。

(2)予測対象時期等

　予測時期は、工事中及び

供用後の適切な時期としま

す。

　直接的・間接的影響によ

る変化の程度又は消滅の有

無について、工事実施時、

供用時について予測しま

す。

(1) 直接的影響

・ 事業計画により改変区域

図を作成し、史跡・文化

財図等と重ね合わせ、図

上解析することにより、

改変の位置、面積や延長

等を予測します。

 (2)間接的影響

・ 史跡・文化財の利用性の

支障の有無、支障が生じ

る箇所等を予測します。

また、利用者数が設定さ

れている施設については

利用施設と利用可能な人

数の変化を予測します。

・ 事業計画により改変区域

図を作成し、史跡・文化

財図等と重ね合わせ、図

上解析することにより、

史跡・文化財の眺望、雰

囲気等の質的価値の変化

について把握します。

眺望については、必要に

応じて、フォトモンター

ジュとうによる解析も行

います。

　現況調査結果、予測結

果及び環境に対する影

響緩和の考え方を踏ま

え、次の観点から見解を

明らかにします。

(1) ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝの観点

・ 環境影響評価の項目

毎に、回避、最小化、

修正、低減、代償に係

る保全対策を盛り込

んだ複数案について､

ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝが図られて

いるかどうかを判断

します。
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図 3.2.20　史跡・文化財調査地点位置図
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表 3.2.3(28)　調査項目及び調査・予測手法一覧

調　　　　　　　　査 予　　測 評価

調査の内容 調査の方法 調査地域及び地点 調査期間等 予測の内容 予測の方法 評価の方法

廃
棄
物
等

　予測・評価に必要な情報は、事業特性及び地域特性の

情報により得られることから、新たな調査は実施しませ

ん。

※新たな調査は実施しません。 ※新たな調査は実施しません。 ※新たな調査は実施

　しません。

(1)廃棄物等の概略発生状

　 況

(2)リサイクル等の状況

(3)減量化等の状況

(1)廃棄物等の概略発生状

　 況

　予測は、事業特性及び地

域特性の情報を基に、建設

工事に伴う廃棄物等の種類

毎の発生状況を予測しま

す。

　概略の発生状況は可能な

限り定量的に予測すること

とし、困難な場合は定性的

に予測を行います。

(2)リサイクル等の状況

　既存の知見及び地域特性

の把握で得られる建設工事

に伴う廃棄物等に係る再利

用・処分、施設の情報に基

づいて、実行可能な再利用

の方策を検討します。

(3)減量化等の状況

　既存の知見及び地域特性

の把握で得られる建設工事

に伴う廃棄物等に係る減量

化の情報に基づいて、実行

可能な再利用の方策を検討

します。

　調査及び予測の結果

並びに環境保全措置を

行った場合においては

その結果を踏まえ、廃棄

物等の発生に伴う影響

が、実行可能な範囲内で

行う環境保全措置によ

る回避または低減の程

度について評価します。

温
室
効
果
ガ
ス
等

　｢温室効果ガス等｣による影響については、本事業にお

ける物質の発生や使用をできるかぎり抑制することを目

指していることから、調査は実施しません。

※調査は実施しません。 ※調査は実施しません。 ※調査は実施しませ

ん。

　二酸化炭素をはじめとす

る温室効果ガス等の排出状

況による影響の程度につい

て予測します。

(1)基本的な予測手法

　対象事業計画を精査し、

類似事例等による統計的解

析等により、定性的手法に

より行います。

(2)予測地域及び予測地点

　対象道路事業実施区域内

とします。

(3)予測対象時期

　対象道路が供用される時

期とします。

　予測結果及び環境に

対する影響緩和の考え

方を踏まえ、必要に応

じ、保全対策を検討しま

す。




